
40 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金
【 所要額］１４ 】［ ，０５０（５，４５９ ）百万円※

※平成21年11月に都道府県協議会からの報告をとりまとめ整理した執行見込額

対策のポイント
貸借等により耕作放棄地を再生・利用する取組を支援します。

＜背景／課題＞

・中長期的には世界の食料需給のひっ迫が見込まれる一方で、我が国の農業生産の基盤

である農地の面積は減少傾向にあり、こうした中で国民に対する食料自給力を強化する

ためには、荒廃した状態の耕作放棄地の再生・利用を含めて農地の有効利用を図ってい

くことが重要です。

・雑草等が繁茂する荒廃した状態の耕作放棄地は、放置すれば５年程度で森林化・原野

化が進行し農地利用が極めて困難となることから、平成21年12月に施行された改正農地

法を適切に運用し、法制度面で強化された遊休農地対策とあいまって、全国に広がる荒

廃した状態の耕作放棄地の再生を図ることが急務となっています。

政策目標

荒廃した状態の耕作放棄地について、

農業上重要な地域を中心に概ね１０万ｈａを再生

＜主な内容＞

荒廃した状態の耕作放棄地を貸借等により引き受ける再生利用者（農業者、農業者

組織、農業参入法人等）が行う、再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行、必

（ 、 、 ） 。要な施設 用排水施設 農道 農業用機械・施設等 の整備等を総合的に支援します

○ 再生利用活動

① 再生作業（障害物除去、深耕、整地、家畜による刈払等）

・ 荒廃の程度に応じ 【３万円/10a又は５万円/10a】、

・ 荒廃の程度が大きく重機等を用いて行う再生作業の場合 【補助率1/2等】

② 土壌改良（肥料、有機質資材の投入等） 【2.5万円/10a（最大２年間 】）

③ 営農定着（作物の作付け） 【2.5万円/10a（１年間 】）

④ 経営展開（経営相談・指導、実証ほ場の設置・運営、ﾏｰｹｯﾄﾘｻｰﾁ、加工品試作、

試験販売等） 【定額】

【補助率1/2等】○ 施設等補完整備

用排水施設、農道、市民農園、農業用機械・施設等の整備

（農業用機械・施設は再生した耕作放棄地における営農に使用するものに限る ）。

補助率：定額、１／２等

事業実施主体：耕作放棄地対策協議会

お問い合わせ先：

農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２４４２（直 ））
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【再生利用交付金の流れ】

現 状

○ 増加傾向にある耕作放棄地
○ 耕地面積の減少と耕地利用率の低下

609万ha（S36年）→ 463万ha（H20年）

132.6％(S36年） → 92.6％（H19年）

課 題

○ 食料供給力強化のための農地の確保と
その最大限の有効利用

○ 地域における様々な問題の発生
・一度荒廃した土地は利用困難
・病害虫の繁殖、鳥獣害の拡大
・廃棄物の不法投棄 等

○ 耕作放棄地再生利用交付金

(1) 再生利用活動

① 再生作業（障害物除去、深耕、整地、家畜による刈払等）

・ 荒廃の程度に応じ、【３万円/10a又は５万円/10a】

・ 荒廃の程度が大きく重機等を用いて行う再生作業の場合【１／２等】

② 土壌改良（肥料、有機質資材の投入、緑肥作物の栽培等）【２.５万円/10a(最大２年間)】

③ 営農定着（作物の作付け）【２.５万円/10a (１年間)】

④ 経営展開【定額】

（経営相談・指導、実証ほ場の設置・運営、マーケットリサーチ、加工品試作、試験販売等）

(2) 施設等補完整備【１／２等】

用排水施設、農道、市民農園、農業用機械・施設等の整備

（農業用機械・施設は再生した耕作放棄地における営農に使用するものに限る）

※ 基金の執行に必要な附帯事務費については、Ｈ22年度に限り基金の１.５％まで充当可能

【対策内容】

１．事業概要 荒廃した状態の耕作放棄地を貸借等により引き受ける再生利用者（農業者、農業者組
織、農業参入法人等）が行う、再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行、必要
な施設（用排水施設、農道、農業用機械・施設等）の整備等を総合的に支援

２．Ｈ22予算 ［所要額］１４０.５億円（※Ｈ２１年度に造成した基金により対策を実施）

３．補助率 定額、１／２等

４．実施主体 耕作放棄地対策協議会（都道府県協議会・地域協議会）

国
（
農
政
局
等
）
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協議会

地
域
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会

農業を営む
個人

法人

法人格のな
い団体
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平成22年度 耕作放棄地再生利用緊急対策の概要

取
組
主
体

荒廃農地 作物の作付け再生作業
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41 自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発
【５４５（０）百万円】

対策のポイント
多収で食用米と識別性がある飼料用米等の開発、自給飼料を活用した高付加

価値畜産物生産技術の開発を行います。

＜背景／課題＞

我が国は、 ため、輸入トウモロコシを飼料用米で代替する輸入飼料への依存度が高い

こと等により、飼料自給率を向上させ、国内における畜産物の安定供給を確保する必要

があります。

政策目標

○１０アール当たり１トンの多収で食用米と識別性のある飼料用

米を５品種以上開発

○飼料用米等の自給飼料多給型畜産飼養技術を開発

＜主な内容＞

①超多収飼料用米・飼料作物の品種育成

、暖地向き三毛作用トウモロコシ等の多収で食用米と識別性がある飼料用有色素米

品種開発を行います。

②持続的飼料生産技術の開発

、家畜ふん堆肥を用いた飼料用稲・飼料用麦二毛作体系を基軸とした飼料生産技術

持続的な低コスト飼料用米栽培技術、立毛乾燥等による飼料用米の低コスト調製技術

等の開発を行います。

③飼料用米多給を中心とした高付加価値畜産物生産技術の開発

、放牧による畜産牛・豚・鶏への輸入トウモロコシに代替する飼料用米の給与技術

物の安定生産技術、機能性飼料の給与による家畜のストレス回避技術等の開発を行い

ます。

④自給飼料の広域流通技術の開発

広域流通における高品質な発酵ＴＭＲ（完全混合飼料）等の長期保管技術及び簡易

品質評価手法、 等の開発を行いま新たな微生物資材による発酵飼料の長期安定化技術

す。

自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発 ５４５（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局研究開発官（食料戦略）

（０３－６７４４－２２１４（直 ））
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自給飼料を基盤とした国産畜産物の高付加価値化技術の開発

◆ トウモロコシ国際価格上昇と飼料の輸入依存
◆ 自給飼料のＴＤＮ（可消化養分総量）が低い
◆ 飼料自給率２６％（H20）
◆ 耕作放棄地３８万ｈａ

◆国産飼料の有効活用による飼料自給率の向上
◆自給飼料の生産や飼料用米の利用の促進

調製・給与

・飼料用米による輸入トウモロコシ代替給与技術の
開発

・放牧による高品質な畜産物安定生産技術の開発
・機能性飼料の給与による家畜のストレス回避技術
等の開発

育種

▼食用米と識別性のある
飼料用有色素米品種の育成

・多収で食用米と識別性がある飼料用有色素米品種
の開発

・暖地向き三毛作用トウモロコシ等の開発

▼牛・豚・鶏における
輸入トウモロコシの
飼料用米による代替
給与技術の開発

背景

研究内容

自給飼料の増産促進
国産畜産物の高付加価値化

栽培

・飼料用稲・飼料用麦二毛作体系を基軸とした飼料
生産技術の開発

・家畜ふん堆肥を用いた持続的飼料用米栽培技術
の開発

・立毛乾燥等低コスト飼料用米調製・利用技術の

開発

政策目標

流通

・広域流通における高品質な発酵TMR等の長期保
管技術及び簡易品質評価手法の開発

・新たな微生物資材による発酵飼料の長期安定化
技術等の開発

▼水田における飼料用
稲、 飼料用麦の体系的
な生産技術の開発

▼自給飼料の広域流通のため
の簡易品質評価手法の開発
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42 水田の潜在能力発揮等による農地周年有効活用技術の開発
【６０４ 】(０）百万円

対策のポイント
小麦、なたね等の冬作物の高品質化技術、水田の高度化技術、超低コスト作

物生産技術等の農地の周年有効活用に係る研究開発を実施します。

＜背景／課題＞

させるためには、 するとともに、麦、なたね等食料供給力を向上 水田の汎用化を促進

、 。 、の冬作物の生産を拡大し 冬期の農地の有効活用を図ることが必要です このためには

パン・中華めん用小麦や暖地向けなたね等の や、湿害ニーズに応じた多様な品種の開発

等の水田特有な問題を克服するための水田高度化技術の開発が求められています。

政策目標

○パン・中華めん用小麦や暖地向けなたね等、高品質な冬作物品

種を１０以上開発

○大豆、小麦等の湿害回避技術を開発

＜主な内容＞

①冬作物の高品質化技術の開発

現在国産シェアが１％程度の や、なたねの生パン・中華めん用途向けの高品質小麦

産拡大に向けた 等の冬作物品種を開発し、冬期の農地の有効活用の促暖地向けなたね

進を図ります。

②水田高度化技術の開発

水田に特有な し生産力を最大限に高めるために、土壌の養水分湿害等の問題を回避

高度化ほ場を活用した制御技術等を活用した水田の高度化技術を開発するとともに、

を確立します。作物生産技術体系

③超低コスト作物生産技術の開発

作業機の汎用化、一貫作業体系の構築、地域ごとの条件に適合した品種の導入等に

省力化及び生産コストの大幅より、地域ごとに合理的な輪作体系を構築することで、

を確立します。な削減を可能とする作物生産モデル

水田の潜在能力発揮等による農地周年有効活用技術の開発 ６０４（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局研究開発官（食料戦略）

（０３－６７４４－２２１４（直 ））
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水田の潜在能力発揮等による農地周年有効活用技術の開発

我が国の食料自給率は41％

我が国の水田の耕地利用率93％
水田約250万haのうち、冬期の作付
けは約20万ha

農地の周年有効活用を可能にし、さらに、
生産性を向上させることで、食料自給力
を強化する必要

背景

○ 冬期の水田の有効活用：「冬作物の高品質化技術の開発」
－麦、なたね等の冬作物を高品質化し、水田の冬期の作付け拡大を図る
・パン・中華めん用の高品質小麦品種の開発
・暖地向けなたね品種の開発及び輪作体系の構築

○ 水田の装置化：「生産性の飛躍的向上に資する水田高度化技術の開発」
－湿害等の水田特有の問題を克服し、生産性の飛躍的向上を可能にする
・土壌水分や養分の制御技術の開発

○ 土地利用型農業の超低コスト化：「生産コスト５割削減を可能とする超低コス
ト作物生産技術の開発」

－土地利用型農業における、作業競合の回避、大幅な作業の省力化と生産
コスト削減を可能にする
・地域の条件に応じた合理的輪作体系の確立

研究内容

土壌水分制御による大豆
の生産性向上

制御有り なし

パン用小麦の高品質化

製パン性の向上

暖地向けなたね品種

・麦類、なたね等の冬作物の高品質化により、冬期の作付け拡大を
促進：耕地利用率向上
・ほ場の高度化による新たな水田農業システムの構築により、耕地利用
を高度化（温暖地：２年３作→２年４作、３年５作）：高い土地生産性

・生産コストを現状の５割程度削減する超低コスト作物生産技術を
確立： 高い労働生産性

我が国農業の競争力と食料自給力の強化に貢献

作業競合を回避する栽培技術
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43 地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発
【１ 】，５０３(１，４１４）百万円

対策のポイント
、 、国産バイオマスエネルギーの利用促進を図り 地域の活性化に貢献するため

食料供給と両立する低コスト・高効率なバイオマス利用技術を開発します。

＜背景／課題＞

温室効果ガス排出量を大幅に低減させ、化石燃料に代わる再生可能エネルギーの使用・

ためには、カーボンニュートラルなバイオマスを燃料や素材とし割合を引き上げていく

て、低コストかつ効率的に利用する技術の開発が必要。

・稲わらや林地残材等のバイオマスは地域に多く賦存しており、これらを有効利用する

技術を開発することを通じて を進めることが必要。農山漁村の活性化

政策目標

食料供給と両立する低コスト・高効率なバイオマス利用技術を開

（バイオエタノールについては生産コスト１００円/Ｌを目指す）発

＜主な内容＞

①低コスト・高効率なバイオ燃料生産技術の開発

低コスト・高効率にバイオ燃料を稲わら等作物の非食用部や木質バイオマスから、

します。生産する革新的な技術を開発

また、安価なバイオ燃料用原料の調達を可能とする収集技術、作物育成・栽培技術

を開発します。

②バイオマスマテリアル製造技術の開発

林地残材等の未利用資源の利用拡大を図るため、バイオマスプラスチック等石油化

学製品に代替するバイオマスマテリアルの製造技術等を開発します。

③革新的なＣＯ 高吸収バイオマスの利用技術の開発２

ＣＯ を効率よく吸収・固定しエネルギー等に変換することが期待できる藻類等バ２

します。イオマスの利用技術を開発

④バイオマス利用モデルの構築・実証・評価

バイオマスのエネルギー利用とマテリアル利用を総合的に行うバイオマス地域循環

利用モデルの構築等を行います。

地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 １，５０３（１，４１４）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：農林水産技術会議事務局研究開発官（環境）

（０３－３５０２－０５３６（直 ））
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バイオマス利用モデルの構築・実証・評価

・テンサイ及び馬鈴しょを対象に、
新たな栽培技術の導入により、
エタノール生産に必要な栽培・
輸送工程のエネルギーが２０％
以上削減可能であることを試算。

エタノール発酵副産物を多段階利用
することで得られる経済的効果を評
価に加えること等により、ライフサイク
ルでのコスト及びエネルギー消費量
を削減する。

食料供給と両立する低コスト・高効率な

国産バイオマスエネルギー生産技術を開発

低コスト・高効率なバイオ燃料生産技術の開発

・農林バイオマス３号機
小規模ガス化・発電、メ

タノール変換技術を開発。

・木質のアルカリ蒸解技術
木材中に含まれるリグニ

ンを除去するためアルカリ
による前処理法を開発。

・新規高分子素材生産技術
リグニンから新規高分子

素材を生産する技術の開
発に取り組み、従来の３倍
の接着能力を有する金属
用接着剤を開発。

O OHOOC

COOH

糖化発酵法によるエタノール生産では、セ
ルラーゼの高機能化等の成果を取り入れ、
一連のシステム技術の開発を進める。

バイオマス由来ガスを利用目的・形態に適
した炭化水素に変換する技術（ＢＴＬ）を開発
する。また、効率的な発電のためのバイオ
マス由来ガス生成技術を開発する。

木質バイオマス由来のエタノール製造に
おいて、コスト低減に貢献する副生物利
用技術としてのリグニン利用技術の開発
を進める。

バイオマスマテリアル製造技術の開発革新的なＣＯ２吸収バイオマスの利用技術の開発

ＣＯ２直接利用技術の開発

温室効果ガスの排出量
の低減に直接つながる
バイオマス利用技術の
開発

温室効果ガス排出量削減に向けた技術開発の推進

CO2を効率的に吸収・固定しエネルギー等

に変換することが期待できる藻類等バイオ
マスの利用技術を開発する。
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